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可決○○×○○○○議第265号
平成25年度熊本市一般会計補正予算

可決○○×○○○○
議第282号
熊本市職員の分限及び懲戒等に関する条例の一部改正
について

可決○○×○○○○
議第292号
熊本市食肉センターの廃止に伴う支援等に関する条例
の一部改正について

認定○○×○○○○
議第371号
平成24年度熊本市各会計（公営企業会計を除く。）決
算について

可決された意見書・決議

地方税財源の充実確保を求める意見書につい
て発議第15号

若い世代が安心して就労できる環境等の整備
を求める意見書について発議第16号

大規模地震等災害対策の促進を求める意見書
について発議第17号

特別委員会の構成が一部変更となりました。変更の生じた委員会は以下のとおりです
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（平成25年10月29日現在）

用語解説 ※5 ワーキングプア 働いて収入を得ているものの、収入水準が低く生活していくことが困難である労働者。

全全会一全会一致致 の意見書
発議第15号 地方税財源の充実確保を求める意見書
地方財政は、財政需要増加や地方税収低迷等により、厳しい状況が続
いています。
こうした中、住民サービス等を安定的に行うためには、地方税財源の
充実確保が不可欠であります。
よって、政府におかれては、下記事項を実現されるよう強く要望いた
します。
1 地方交付税増額による一般財源総額確保について
1 地方の財政需要を地方財政計画に的確に反映させ、一般財源総額
を確保すること。
2 地方交付税は、財源保障機能・調整機能が適切に発揮されるよう
増額すること。
3 財源不足額は、臨時財政対策債発行等によらず、地方交付税法定
率引き上げにより対応すること。
4 地域経済を活性化させるため、地方財政計画における歳出特別枠
を維持すること。
5 地方交付税を国の政策誘導手段として用いることは避けること。
2 地方税源充実確保等について
1 地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、国
と地方の税源配分を5：5とし、その際、税源の偏在性が小さく、税
収が安定的な地方税体系を構築すること。
2 個人住民税は充実確保を図り、政策的な税額控除を導入しないこ
と。
3 市固定資産税は、市町村の基幹税目であることから、その安定的
確保を図ること。特に機械及び装置に対する課税等は、現行制度を
堅持すること。
4 法人住民税は、均等割の税率を引き上げること。
5 自動車重量税・取得税は、代替財源を示さない限り、現行制度を
堅持すること。
6 ゴルフ場利用税は、現行制度を堅持すること。
7 地球温暖化対策に地方自治体が果たしている役割を踏まえ、地球
温暖化対策譲与税を創設する等、地方財源を確保する仕組みを構築
すること。

発議第16号 若い世代が安心して就労できる環境等の整備を求める意
見書
ライフスタイルの多様化などにより働き方や暮らし方が変化している

中、ワーキングプア（※5）の増加など若い世代を取り巻く問題は多岐に
わたり、年々深刻さを増しています。
よって、政府におかれては、若い世代が安心して働き続けることがで

きる社会を実現するため、下記事項について適切に対策を講じられるよ
う強く要望いたします。
1 世帯収入増加に向け、政労使による賃金の配分に関するルール作り
を進めること。また、正規・非正規間の格差是正など、総合的な支援
を行うとともに、最低賃金の引き上げに向けた環境整備を進めること。

2 若年労働者に劣悪な労働環境下で仕事を強いる企業に対する対策を
強化すること。

3 個人のライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とするための環
境整備を進めるとともに、短時間正社員制度などの導入を促進するこ
と。

4 仕事や子育て等に関する行政サービスについて、必要な運用の改善
や相談窓口等の周知、浸透等に努めること。

発議第17号 大規模地震等災害対策の促進を求める意見書
東日本大震災以降、全国で地震が頻発している中、首都直下地震・南

海トラフ巨大地震に対する国を挙げての対策が急務となっています。
そこで、国民の生命財産を守るため、道路、上下水道等のライフライ

ン、ダム等の水防・砂防設備といった社会資本の老朽化に対し、長寿命
化を早期に行うとともに、総合的な防災・減災、国土の強靭化を定める
基本的理念が必要と考えます。
よって、政府におかれては、下記事項について早急な対策を講じられ

るよう強く要望いたします。
1 東日本大震災の教訓を踏まえ、「防災・減災等に資する国土強靭化基
本法案」（※）の趣旨に沿い、防災・減災対策を強化すること。
2 首都直下地震に対し、「首都直下地震対策特別措置法案」（※）の趣旨を
踏まえ、対策を推進すること。

3 南海トラフ巨大地震について、「東南海・南海地震に係る地震防災対
策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律案」（※）の趣旨を踏
まえ、対策に取り組むこと。

※平成24年10月4日現在、衆議院で継続審議

第3回定例会で全会一致により可決された意見書3件の要旨は次のとおりです。


